
進

越分含む）
・現地調査

係

により公共施設（建物

2

）の劣化状況を把握し

1

、適切な改修期間を設

9

定し、当該施設の長寿命化に資する保全計

成果
　画を策定した。

・保全計画に係る工事の工事監理委託を発注し、適正な工事品質を確保した。

・建物とインフラの個別施設計画等の内容を踏まえ、公共施設等総合管理計画の改訂を行った。

令和４年度は優先度が高い２施設（刈谷市役所、ウィングアリーナ刈谷）の特定天井の改修工法の選定が必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 計画推進率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

指標
市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 34,086 70,354 52,038 37,293 合計 52,038,220 円
委託料 52,038,220 円

財
　
源

特定財源 0 0 6,160 0

一般財源 34,086 70,354 45,878 37,293

職員人件費　② 23,105 23,892 23,848 19,696

総事業費（①＋②） 57,191 94,246 75,886 56,989

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 前

Ｄ

年度繰越金

５年度以降

　

の事業費見込 0

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 行政経

和

営
施策体系

施策の内容

３

健全な財政運営

目
　
　

年

　
的

　学校を始めとす

度

る公共施設の多くが、

評

建設

主
た
る
内
容

　構造

価

体耐久性調査、施設評

）

価、優先度の設
後30

刈

～40年経過し、今後

谷

維持修繕費用の増加 定

市

、保全計画の策定等を

事

行う。
や建替え、大規

務

模修繕の時期を迎える

事

施設数
の増加が見込ま

業

れる中、本市が所有し

評

ている
公共施設を適切

価

に維持保全する。

位
置

シ

づ
け

関連計画 刈谷市公

ー

共施設維持保全計画

根

ト

拠法令

対象者 対象者を

（

限定せず 事業期間 平成

様

２３年度 ～

実施方法 ■

式

直営　■委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　

財

業
　
実
　
績

元年度実績

政

２年度実績 ３年度実績

部

４年度計画

・施設評価

一

・優先度の設定 ・施設

般

評価・優先度の設定 ・

会

施設評価・優先度の設

計

定 ・施設評価・優先度

公

の設定
・計画のローリ

共

ング ・計画のローリン

施

グ ・計画のローリング

設

・計画のローリング
・

維

構造体耐久性調査 ・構

持

造体耐久性調査 ・構造

保

体耐久性調査 ・構造体

全

耐久性調査
・施設保守

計

点検業務委託契約 ・施

画

設保守点検業務委託契

推

約 ・施設保守点検業務

進

委託契約 ・施設保守点

事

検業務委託契約
  の

業

一元化   の一元化  

担

 の一元化（契約更新

当

）   の一元化
・工事

課

監理 ・工事監理 ・計画

施

支援システム保守点検

設

・工事監理
・計画支援

保

システムの更新 ・計画

全

支援システム保守点検

課

・ＰＣＢ廃棄物の運搬

款

処分 ・計画支援システ

項

ム保守点検
・ＰＣＢ含

目

有状況の調査 ・ＰＣＢ

担

廃棄物の運搬処分 ・公

当

共施設等総合管理計画

係

の ・特定天井改修工法

計

の選定
・公共施設維持

画

保全計画の改 　改訂
　

推

訂 ・工事監理（Ｒ2繰



係

2 1 9

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　今後

令

、維持修繕費用の増加

和

が見込まれるため、各

４

年度の
・法的業務

高い

年

費用を平準化していか

度

なければならない。他

（

市町村・民間
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

においても実施されて

３

いる計画・考え方であ

年

り、必要性が
・市民生

度

活上必要である　など

評

ある。

　中長期修繕計

価

画を作成し、修繕・改

）

修を計画的・予防的
・

刈

コストの節減、費用対

谷

効果
高い

に行うことに

市

より、公共施設を長寿

事

命化させ建替に係る巨

務

効率性 ・執行体制の効

事

率性 額な費用や突発的

業

に起こる過大な改修費

評

用を抑えられる。
・手

価

段の最適性　など

　市

シ

が所有する公共施設の

ー

維持保全・長寿命化に

ト

資する短
・市が主体と

（

なって実施する
普通

期

様

・中期的な予算配分に

式

係る事業である。
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

・総合計画との整合性

会

　など

　各年度の維持

計

修繕費を平準化し、健

名

全な財政運営を目指

施

担

策への ・施策への貢献

当

度
高い

す。
・目標達成

部

度
貢献度 ・市民サービ

企

スへの効果　など

今後

画

の方向性 □拡充　■現

財

状維持　□改善・効率

政

化　□縮小　□終期設

部

定　□休止・廃止

　各

一

公共施設の工事履歴や

般

利用状況等を公共施設

会

維持保全計画支援シス

計

テムにて一元管理し、

公

そのデータを基に毎年

共

度計画内容の見直しや

施

更新情報の更新を行う

設

。
　また、目標耐用年

維

数（80年）まで耐え

持

られるか判断するため

保

、建築から40年程度

全

経過した建物に対し、

計

コンクリー
ト中性化試

画

験等の調査を実施し、

推

今後の保全方針を決定

進

する。

事業
担

Ｃ
 

当

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

課

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

施設保全課

款 項 目 担当係 計画推進



進

６年度

活動 基金取崩予

係

定事業数（事業） 6 6

2

16 13
指標
活動
指標

1

　各市の令和２年度末

9

現在
他市との ・岡崎市　公共施設保全整備基金　　4,569,030千円　・豊田市　公共施設安全安心基金　6,000,000千円
比較検証 ・安城市　公共施設保全整備基金　　3,038,505千円　・高浜市　公共施設等整備基金　　　566,000千円

・みよし市　公共施設維持管理基金　4,125,838千円　・碧南市　公共施設維持基金　　　　950,364千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 411,058 182,093 507,598 7,903 合計 507,598,004 円
積立金 507,598,004 円

財
　
源

特定財源 9,547 10,093 7,598 7,903

一般財源 401,511 172,000 500,000 0

職員人件費　② 1,579 1,531 1,900 1,901

総事業費（①＋②） 412,637 183,624 509,498 9,804

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金積立金
利子

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 行政経

和

営
施策体系

施策の内容

３

健全な財政運営

目
　
　

年

　
的

　今後増大する公

度

共施設の維持保全費用

評

に必

主
た
る
内
容

　公共

価

施設維持保全基金に、

）

運用収入等を積
要な財

刈

源を確保するため基金

谷

を積み立てる。 み立て

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市公共施設等総合

務

管理計画

根拠法令 刈谷

事

市公共施設維持保全基

業

金条例

対象者 対象者を

評

限定せず 事業期間 平成

価

２４年度 ～

実施方法 ■

シ

直営　□委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

元年度実績

当

２年度実績 ３年度実績

部

４年度計画

積立額 積立

企

額 積立額 積立額
　　　

画

　　411,058,

財

473円 　　　　　1

政

82,093,267

部

円 　　　　　507,

一

598,004円 　　

般

　　　　7,903,

会

000円
取崩額 取崩額

計

取崩額 取崩額
　　　　

公

　197,000,0

共

00円 　　　　　45

施

2,000,000円

設

　　　　　369,0

維

00,000円 　　　

持

　　579,000,

保

000円
年度末現在高

全

年度末現在高 年度末現

基

在高 年度末現在高
　　

金

　　6,345,69

積

5,948円 　　　　

立

6,075,789,

事

215円 　　　　6,

業

214,387,21

担

9円 　　　　5,64

当

3,290,219円

課

(当初予算時点)

将来

施

の公共施設（建物・橋

設

りょう・公園施設）の

保

修繕、改修及び建替に

全

係る費用の増加に備え

課

、適切に取崩額を抑え

款

ると

成果
ともに積立て

項

を行った。

新型コロナ

目

感染症拡大の影響によ

担

り厳しい財政状況の中

当

、必要な財源確保とし

係

て基金を適切に活用す

計

る。

課題

指標名称（単

画

位）
実績値 目標値

元年

推

度 ２年度 ３年度 ４年度


